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ている。介護保険サービスの第 1 号被保険者数（65 歳以上人口）、利用者
数は、それぞれ 2000 年度約 2242 万人、約 1966 万人（累計）から、2012
年度約 3093 万人、約 4873 万人（累計）へと大幅に増加している。利用
者増加に伴い、介護保険サービス費用額も 2000 年度約 3.5 兆円（GDP
















































































　2 節では σ 収束の概念を説明し、3 節では分析で扱うデータ・変数につ






































数 / 居宅利用者数、施設単位数 / 施設利用者、地域密着単位数 / 地域密着
利用者（地域密着は 2006 年度以降）と定義した。２つ目は、単位数 / 被
保険者数である。単位数を用い、介護保険料を支払う被保険者10 を基準と
し、財政負担面から見た 1 人あたり介護給付水準である。合計・サービス
別に、それぞれ合計単位数 / 被保険者数、居宅単位数 / 被保険者数、施設






（2000、2006、2012 年度）は表 1 である。
表 1　分析で扱う変数の記述統計































































































































































サンプルサイズ 47 47 47
出所：厚生労働省『介護保険事業状況報告』（平成 12、18、24 年度）。介護保険料第 1 期（2000-3 年度）は中澤
















































　　出所：厚生労働省『介護保険事業状況報告』（平成 12 年度、平成 24 年度）
図 1　介護給付水準の地域差
















検定 2000 vs 2012 検定 2000 vs 2006 検定 2006 vs 2012
平均の差検定 分散比率検定 変動係数比 平均の差検定 分散比率検定 変動係数比 平均の差検定 分散比率検定 変動係数比
（値：平均の差）（値：分散比）（値：変動係数比）（値：平均の差）（値：分散比）（値：変動係数比）（値：平均の差）（値：分散比）（値：変動係数比）
2000-2012 2000/2012 2000/2012 2000-2006 2000/2006 2000/2006 2006-2012 2006/2012 2006/2012
⑴ 合計単位数／
合計利用者数 .011 2.703
*** 1.717 .036 2.341*** 1.578 -.024*** 1.154 1.088
⑵ 居宅単位数／
居宅利用者数 -.103
*** 1.846** 1.319 -.043*** 1.355 1.156 -.059*** 1.362 1.14
⑶ 施設単位数／
施設利用者数 .015 3.874






*** 2.569*** 1.689 -.161*** 2.796*** 1.728 -.120*** .981 .977
⑹ 居宅単位数／
被保険者数 -.436
*** 1.845** 1.349 -.275*** 2.252*** 1.508 -.160*** .819 .894
⑺ 施設単位数／
被保険者数 -.053






*** 2.009*** 1.377 -.152*** 1.144 1.042 -.089*** 1.756** 1.321
⑽ 後期高齢者
割合 -.083
*** 0.510 0.717 -.054*** 0.453 .687 -.029*** 1.125 1.043
⑾ 要支援・
要介護認定率 -.204
*** 1.888** 1.426 -.155*** 1.803** 1.365 -.048*** 1.047 1.045
注 1：平均の差検定の値は前者の値から後者の債を引いたものである（2000vs2012 なら 2000年度・2012年
度）。分散比率、変動係数比は前者／後者である。変動係数比に関しては分散検定を適用できないため、
値のみである。平均、分散は対数を取った値の平均、分散である。




2000 年から 2012 年、2000 年から 2006 年、2006 年から 2012 年への変化
を平均の差の検定、分散検定を用いて平均、分散が変化したかを統計的
に把握した 11。参考のために変動係数の比も掲載した。2000 年から 2012
年の変化は、（1）合計単位数（利用者数）（3）施設単位数（利用者数）を
除き、全て有意に増加している。サブサンプルを用いた 2000/2006 年、












分は介護報酬改定に伴う制度変更年（2000, 03, 06, 09, 12 年）である）。
114
 出所：厚生労働省『介護保険事業状況報告』（平成 12-24 年度）。
 注：網かけ部分は介護報酬改定年である。
図 2　標準偏差の時系列データ



































































































CV =∑ wi ci
wi は各サービス（i）が合計サービスに占める割合である（1 人あたり）。
ci はサービス別の変動係数（CVi）に各サービス（i）と合計サービス（い
ずれも 1 人あたり）との相関係数（ρi）を掛けた値である（ci ≡ CVi ×





2000 年 2005 年 変化幅（2005年-2000年）

















20.057 100％ 12.119 100％ -7.937
2006-12年の変化
2006 年 2012 年 変化幅（2012年-2006年）























11.601 100% 11.871 100% .270
注：2006 年度から地域密着サービスが導入されたため、要因分析に一貫性を持たせるため 2000-05 年度（第 1-2





2000-05 年における変化において、（5）合計単位数の変動係数は -7.937 変
化しており、（6）居宅単位数の（5）合計単位数への変動係数に与える影
響（wi ci）は .570 と正であるが、（7）施設単位数のあたえる影響が -8.508
と大きく負になっている。2000-05 年の合計サービスの変動係数の減少は
主に施設サービスの影響が大きいためとわかる。地域密着サービスが追加













度の 5.4 兆円から 2000 年度 3.5 兆円へと大幅に減少している。また市町村


















注：網かけ部分は介護保険制度施行年（2000 年）である。1999 年までは高齢者 1 人あたり扶助費（老人福祉
費）、2000 年以降は被保険者（高齢者）1 人あたり介護保険費用額である。
図4　扶助費（老人福祉費）・介護保険費用の標準偏差・変動係数の時系列データ
　図 4 から、介護保険制度以前からも σ 収束が存在しており、σ 収束は介
護保険制度移行に伴い生じていたわけではないことが分かる。扶助費にお
ける標準偏差・変動係数 1993 年 /1999 年比、介護保険費用における（同




































れ、これらの σ 収束は介護給付水準の σ 収束の原因の１つとして示唆さ
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2  β 収束に関しては松岡（2016b）を参照。
3  1999 年老人福祉費性質別内訳扶助費のデータは林正義教授（東京大学）か
ら提供してい頂いたデータである。
4  いずれも地域密着型サービスにおける 6 つのサービスのアンケート結果の
平均値である。保険者における人口別アンケート結果（整備目標が達して
いない）は、1 万人未満の保険者においては 35.1%、1 万人以上 5 万人未満





た。『介護保険事業状況報告』において発足期である第 1 期（2000-2 年度）
における保険者別データが十分に公表されていない。2000 年においては全
てのデータにおいて保険者別データは公表されていない。また市区町村数が











7  2012 年度第 1 号保険者数により総単位数割合は約 98% であり、第 1 号保険
者介護保険サービスの主な利用者であることがわかる。







10 第 5 期（2012-14 年）の介護保険財政負担構造は 1 割が利用者負担、残りの
9 割の 50% が公費、21% が第１号被保険者（65 歳以上）の介護保険料、29%
が第 2 号被保険者（40 歳以上 65 歳未満）から支払われる第 1 期（2000-02
年）の第 1 号被保険者の負担は 17%、第 2 期（2003-5 年）は 18%、第 3 期



















17 介護保険は強制加入であるため高齢者（65 歳以上人口）と第 1 号被保険者
は同義である。
18 総務省『住民基本台帳要覧』都道府県別年齢別人口の統計は平成 5 年度末か
ら公開しているため、1993 年度からのデータを扱う。
